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１　日光道路拡幅・太郎杉伐採計画とその反対運動
はしがき
栃木県は，日光国立公園内にあって隘路となっていた神橋付近の交通渋
滞を解消するため，道路を拡幅し，そのために神木であった太郎杉を伐採
する計画をたてた。そのため土地の買収を強要された東照宮は，計画に反
対したが，国立公園行政当局がこの計画を公認してしまった。それにも拘
わらず，東照宮は，屈することなく栃木県，建設省と訴訟を繰り広げ，広
範な市民，文化人を味方につけ，マスコミを巻き込んで，裁判に勝利して，
日光道の拡幅と太郎杉の伐採を中止させ，自然，景観を保護した。1960年
代半から1970年代半ころのことであった。
この問題は，他の事例と比べ比較的資料も多く，歴史的文化財の保護か，
交通の利便化かという古くて新しい問題の解決方法に極めて興味深い例証
を提供し，国立公園の有り方に重要な示唆を与えるものとなった。
『自然保護行政のあゆみ』などもこの問題に言及しているが，通り一編の
扱いなので，ここでは，やや詳細な考察をおこないたい。
（１）栃木県による日光道路拡幅計画案の提起と反対の動き
日光国立公園は，すでにみたように，関東圏にあって国民的な人気が高
かった（1）。
日光国立公園の中心部は，周知のように，東照宮を中心とした社寺地区
と中禅寺湖と湯元の奥日光とに大きく分かれていたが，1975年に宇都宮・
日光バイパスができるまでは，社寺地区への進入ルートは，一つしかなく
極めて狭隘であったため，交通混雑がひどかった。
日光市街地から中禅寺湖・湯元へ通じる交通路では，その入口である神
橋沿いの日光橋と神橋付近の道路の幅員は，5.6メートルにすぎなかったの
でる。その上，日光・馬返し間には廃止されるまで軌道があって，戦前か
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ら「その路面上で交差しているため交通の一大難所」になっていた。「しか
も，この軌道はもと日光橋上を通過していたのを，戦力増強の軍の要望に
より別に軌道橋を日光橋と神橋の間に斜めに架せられたので，神橋一帯の
風致上の最大の支障になっていた」。敗戦後「国，県，市等の関係者は軌道
橋設置の際の許可条件に従って，軌道橋の撤去を計」ったが，しかしそれ
で交通問題は解決した訳ではなかった（2）。
1964年３月20日の『読売新聞』（朝刊）によれば，1954年に栃木県は「国
立公園の一部である東照宮と二荒山神社の土地を切りとり（「東照宮の所有
地500平方メートルの買収」―引用者），幅18メートル，片側２車線にする
改修案をつくった。」「この改修案によると，けずり取られる部分には樹齢
数百年のスギの大樹22本があり，このうち１本は樹齢600年くらい。東照
宮がつくられる前からあって，“太郎杉”として親しまれていたことや，交
通本位の改修で表玄関としての景観がそこなわれるとして地元や東照宮が
猛反対した。」
国立公園行政当局は，県の申請を受けて，その是非を国立公園審議会に
諮問した。国立公園審議会は，1954年８月に「栃木県案に対する国立公園
審議会の意見書」を提出して，「神橋付近は国立公園の入口及び，日光参観
口として景観上最も重要な地点であり，かつ特別保護地区でもあって，道
路拡幅のため石垣の切り取り，杉の伐採等現状変更並びに風致破壊を招く
行為は絶
マ マ
体に許容すべきではない。」と計画に反対をした。
その上で，「軌道の付替え及び道路の拡幅は何れも早急に実施すべきもの
と認めるが，協議会案（懸案）には次の理由により同意し難い」と，「現状
路線は大谷川右岸に変更」を提案した（3）。
こうした批判と地元の反対もあって，1964年３月20日の『読売新聞』（朝
刊）によれば，「建設省，栃木県では神橋わきの日光橋からまっすぐ東照宮
下をトンネルでくり抜くバイパス案などを検討したが，いずれも10数億円
という膨大な金が」かかるということで計画は，一時頓挫し膠着状態に陥
ってしまった。
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1964年の東京オリンピックを目前に控えて，高度経済成長期に入ってレ
ジャーが大衆化し，マイカーが普及し，日光国立公園の利用者が急激に拡
大したため，日光橋と神橋付近の道路の混雑はいっそう激しくなった。
先の『読売新聞』は，道路の混雑情況を「日光を訪れる観光客やバスは
年々増加の一途をたどっているが，奥にあるいろは坂が整備され快適なド
ライブウエーになっている反面，表玄関の神橋付近約270メートルだけが
幅5.6メートル。しかも市内電車が走っているため，たいへんなネックに
なっていた。通り抜けるのに１時間もかかる例はザラという。」と伝えてい
る（4）。
そうした状況を考慮していた栃木県交通対策協議会は，かねてより「日
光全体における交通総合対策」を検討していたが，その論議を踏まえ1963
年に栃木県は，オリンピックまでの交通困難を解決するべく，再度日光道
路拡幅計画を提起する動きを示した（5）。
この動きを察知した日本自然保護協会は，1962年４月にこの計画案にた
いして，今回の計画は，国立公園審議会が1954年に絶対反対した栃木県計
画案と同じであり，国立公園審議会の反対論を全文引用して，「神橋周辺
は，日光二社一寺信仰発生の最も大切な地点であり，また我国の最も優れ
た国立公園の入口として，特別保護地区に指定されていますから，この地
帯の風致毀損をもたらす如き行為は絶対に避けていただき度いと存じま
す」と述べ，絶対反対を表明した（6）。
1963年の春，日光市内では「春のあらし」が吹き荒れ，太郎杉周辺に大
被害を与えた。『日光市史』によれば，「太郎杉の周辺，当宮（東照宮）御
旅所を中心とする境内の立木，杉檜182本中の42本，すなわち２割３分強
が倒木した。そのうち…道路を閉鎖したものが９本であるために，自動車
の通行途絶が半日，電車が３日間運行を停止」するという事態が生じた（7）。
そこで日光道路拡幅計画が一挙に復活した。
栃木県交通対策協議会は，「春のあらし」による太郎杉周辺の大被害をき
っかけにして，1963年４月11日，日光道路拡幅計画についての陳情書と決
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議を東照宮に送付した（8）。
これを受けて，栃木県は，1963年７月５日に，日光道路拡幅計画につい
て厚生省国立公園行政当局に申請した。国立公園行政当局は，直ちに自然
公園審議会に申請の可否を諮問した（9）。
この「道路改良事業」は，「道路幅員５メートルを16メートルに拡幅する
ために，神橋畔27本の老杉を伐採し，山側斜面の土石切取り跡に最高10メ
ートル，延長43メートルに達する石垣壁を設置する」というものであっ
た（10）。
1964年３月20日の『読売新聞』（朝刊）によれば，「建設省，栃木県では
神橋わきの日光橋からまっすぐ東照宮下をトンネルでくり抜くバイパス案
などを検討したが，いずれも10数億円という膨大な金がかかり，オリンピ
ックまでに間にあわないとして…（1963年の―引用者）暮れから同審議会
に強く働きかけ，最初の改修案を認めるよう強く迫っていた。」
1964年に入って事態は一変した。
同じく上記の『読売新聞』（朝刊）によれば，栃木県，建設省の強い働き
かけを受けていた自然公園審議会は，1964年３月14日に自然公園審議会委
員９名によって，日光の「現地を視察」した。
現地視察を踏まえ，３月19日に開かれた自然公園審議会は，「①なかには
風倒木や立ち枯れている木もある②根回りも浅くなっているので大きな台
風で倒れるおそれもある，として大勢は切り倒し賛成となった。その場合
の条件として①１本でも多く残すよう設計する②けずりとった部分にはツ
タをはわせるなど自然美を残す，という付帯条件がつけられた。」（11）
こうした自然公園審議会の突然の姿勢変更について，1965年２月10日の
『朝日新聞』（朝刊）は，「昨春，瞬間風速50メートルの突風が吹き，太郎杉
の何本か倒れ，道をふさいだ。」そのため「自然公園審議会は，あらし直後
の現地調査で〈杉の伐採もやむを得ず〉と急に態度を変えた」と指摘して
いる。
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後に造林学者で宇都宮大学教授の鈴木丙馬は，この現地調査に関して
「1964年の現地調査の結論として田村先生や沼田先生などが，５年で枯れ
る，15年は生きない，などと発言されて，その結論が直接厚生大臣に答申
されて，この伐採許可が下されたいきさつがある」と指摘した。
そして東照宮が，宇都宮地裁に提訴した時には，「黙し難く私ら（本田正
次先生と共同で）推断を鑑定書に認めて宇都宮地裁に提出した」。「敢えて
このような推断を私に言わしめねばならないはめに追込んだ恩師田村先生
（自然保護協会理事長の資格で）を私は心からなさけなく思うのである。」
と述べた（12）。
田村剛は，上高地ロープウエイ建設に賛成したように，日光道路拡幅・
太郎杉伐採計画にも賛成していたことがわかる。時として，田村剛は，時
流に流されて，信じ難いことであるが，自然破壊をもたらす開発計画に賛
成したこともあったのである。田村剛を神聖化してはならない（13）。
注
（１）拙稿「高成長期における国立公園の過剰利用とその弊害（上）」，『経済志
林』2014年３月，第２・３・４号，338頁。
（２）日本自然保護協会「日光神橋周辺の環境保護に関する陳情書」，日本自然
保護協会編『自然保護に関する陳情書・意見書集』，1973年，（以後『意見
書集』と略記する），44頁。
（３）同上，45頁。
（４）1964年３月20日『読売新聞』（朝刊）。
（５）日光市史編纂委員会『日光市史』下巻，1979年，937頁。
（６）国立公園審議会「栃木県案に対する国立公園審議会の意見書」，前掲『意
見書集』，45頁。
（７）前掲『日光市史』下巻，936頁。
（８）同上，936頁。
（９）同上，937頁。
（10）前掲『意見書集』，44頁
（11）1964年３月20日『読売新聞』（朝刊）。
（12）鈴木丙馬「再び歴史の尊重と自然保護」，『国立公園』1968年１月，281号，
14頁。
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（２）国立公園行政当局の日光道路拡幅計画案の承認とその後の反対運動
こうして，国立公園行政当局から諮問を受けていた自然公園審議会は，
1962年の日本自然保護協会や東照宮，「日光杉を守る会」の反対にも拘わ
らず，1964年３月19日に「種々代替案を含めて検討した結果…やむを得な
い」と日光道路拡幅計画案を承認する答申をおこなった。国立公園行政当
局は，審議会の答申を受けて，1964年４月に計画案を承認した（1）。
栃木県は，1964年４月の国立公園行政当局の認可を受けて，４月に道路
拡幅・杉伐採事業計画を実施すべく東照宮の土地を収用するために建設省
に「土地収用法の事業認定を申請」し，５月に建設省から事業認定を受け
た（2）。
東照宮側の反撃が始まった。マスコミは，おおむね東照宮側に同情的で
図１－１　太郎杉と日光道の配置図
注　『朝日新聞』1969年４月９日（朝刊）より。
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（13）田村剛のこうした傾向については，拙著『自然保護と戦後日本の国立公
園』の最終章の結び「田村剛小評論」を参照されたい。
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あった。
1964年３月21日の『読売新聞』（朝刊）の「編集手帳」は，「切るか，切
らぬか杉並木…。10年間も見続けてきた日光神橋の杉も，ついに『オリン
ピックの要求』には勝てず，ざっと半分は切り倒されことになった。」と述
べ，あたかも計画が決まってしまったかのように悲観的に報じた。
しかし「編集手帳」は，明解にもつぎのように問題の本質をつく鋭い論
評を加え，東照宮側に同情的な姿勢を示した。
「ほんとうに天然の名勝や古蹟を保存するつもりならば，ずるずるべった
りと近代交通におしまくられる前に，文化政策の根本をふまえてもっと大
事にこれを保存する計画がなければならぬはずであった。」
「たとえば，この東照宮の50本の杉並木を“保存”するという根本方針が
きまっていたならば，道路は何もここを改修せずともバイパスを考えるか，
東照宮下のトンネルを掘るかの代案を推し進めるべきであった。金がかか
るというならばその金をつくることを国家的に考えるのが文化国家という
ものだ。」
「“時代の要請”やむを得ず，として杉並木を切って改修したとしても，
また何年かたってたとえば奥日光開発の“時代の要請”で交通量がふえた
ら，こんどは東照宮も取りはらえ，ということになりかねまい。“時代の要
請”と文化財の保存とをうまく調節してゆくところにこそ，観光行政，文
化財保護のほんとうの精神があるのではないか。これは日光の杉並木だけ
の問題ではない。」
この論評は，極めてことの本質を鋭く指摘し，国立公園行政当局，自然
公園審議会にたいする正鵠を射た批判でもあった。国立公園行政当局は，
いつも開発と自然保護の調和を主張しながら，自然保護を犠牲にして開発
を認めてきたからである。
さらに1964年３月27日の『読売新聞』（朝刊）は，「読者欄」に元衆議員
（旧民主党）・笠井重治の投書を掲載した。
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笠井重治は，「日光神橋の『太郎杉』と，杉並木数10本の伐採決定をきき
慨嘆にたえない。『編集手帳』にも述べられているように，600年の名杉を
『オリンピックの要請』と称して，道路拡張の犠牲とするのは痛ましいこと
である。バイパスかトンネルをつくって保存する方法があると思う。」と指
摘し，アメリカの国立公園の優れた管理運営について触れながら，「日本で
は国立公園は有名無実で，日本の国民はあまりその恩恵も受けていない。
…もっと国土や自然を愛するため関係当局者の猛省を望みたい。」と述べ
た。
1964年５月19日の『朝日新聞』（朝刊）によれば，東照宮側は，反対運
動として，５月18日に「問題の太郎杉に『伐採反対』の垂れ幕をかけたほ
か，英文の横断幕や立看板を据付け数カ所に３万人を越す内外観光客たち
に訴えた。」
そして『朝日新聞』（朝刊）は，問題となっている「老杉には“神木”を
意味するしめ飾りがつけられ，千人を越えた外人観光客を目あてに英文の
横断幕がはられた。立看板には，並木青年会，日本自然保護協会，山内案
内人組合，など支援団体の署名もみられ」たと報じた。
さらに1964年５月19日の『朝日新聞』（夕刊）は，「東照宮としてはこう
した形の一般向けPRのほか，24日に予定されている神社本庁評議会で中央
政界への反対働きかけを決議してもらう方針で，運動の重点は政府，国会
を目指している。」と報じた。
他方，栃木県側も強行突破をたくらんだ。
1964年６月３日の『読売新聞』（夕刊）によれば，栃木県側は，1964年
６月２日夕方から，乱暴にも「オリンピックまでに拡幅工事を終わりたい
と」，太郎「杉の木立に引っかからない大谷川ぞいの部分から」「ブルドー
ザー」を入れて「工事にとりかかった。」
こうした強引な栃木県のやり方にたいして，日本自然保護協会は，国立
公園行政当局の承認にもかかわらず珍しく，1964年６月３日に「日光神橋
畔老杉伐採による国道拡幅反対に関する意見書」を提出して，「神橋畔境内
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風致の最も重要な構成要素である太郎杉初め20数本の老杉を伐採し，神橋
畔と御旅所間の急傾斜地の多量の土石を切り取り，その土留めのため最高
10数米，延長40余米に亘る石垣を設けること」に反対した。そして「工事
を中止」し，他の地域に「220余米のトンネルを掘さくする」という代替案
を提起した（3）。
1964年６月に東照宮もまた，建設省が栃木県の事業認定したことに異議
申し立てをおこなった。しかし建設省は1967年２月に，その異議申し立て
を棄却することになるが（4）。
1964年12月18日『朝日新聞』（朝刊）によると，1964年12月17日に東照
宮が提出していた請願書を取り上げた参議院建設委員会は，午後の半日に
わたる論議をおこなった。しかし小山長規建設相は，「太郎杉伐採やむを得
ぬ」，「チエをしぼってみたが，スギを切って道路を拡張する方針だ」と答
弁し，国会請願書は採択されなかった（5）。
日光道路拡張・太郎杉伐採計画反対にとって大きな前進は，1965年５月
に，中島健蔵，和歌森太郎，山本健吉，大仏次郎らの文化人により「日光
杉を守る会」が結成されたことである（6）。
この「日光杉を守る会」は，詳しいことは不明だが，野村好弘（都立大
助教授・民法）によれば，「各界文化人，約700名」が結集するほど大きな
勢力だった（7）。
開発か自然保護かという問題の解決には，世論の動向が大きく作用する
だけに，多くの文化人の参加する「日光杉を守る会」の動向は，各界に大
きな影響を与えたと察せられる。
事実，1965年10月に，総理府の土地調整委員会は，「老杉群の伐採土砂
の切り取りは好ましくない」（8），「工事を見合わせ，伐採以外の方策をとる
ように建設省に勧告」した（9）。こうした政府内の一機関の動きは，明らか
に世論の動きに反応したものである。
しばらく膠着状態が続いたが，新たな動きが，1967年２月に起きた。
1967年２月18日『読売新聞』（夕刊）によれば，栃木県が提訴していた
53
「栃木県収用委員会は，（２月―引用者）18日，日光・神橋向かいの国道を
コブのように飛び出して交通の支障になっている『太郎杉』など15本のス
ギを切って国道を広げようという栃木県の土地，物件収容申請を認めて〈収
容の期日を４月10日とする〉という裁決を下した。」「補償金は東照宮（ス
ギ，土地の所有者）に対し528万8290円，輪王寺（同地内蛇王権現の所有
者）に402万7216円」であるとした。
これにたいし東照宮は，この「裁決」を受けて，建設省に「異議申し立
てをおこなったが，建設大臣は，ただちに，この異議申立を棄却した（10）。
東照宮側は，ついに闘争の場を裁判所に移して，世論を背景に積極的に
反対運動をおこなうことになった。
1967年２月18日『読売新聞』（夕刊）は，「東照宮では不服申し立て，宇
都宮地裁への執行停止仮処分申請などで，さらに，世論にも訴え阻止する
といっている。」と報じた。そして東照宮は，２月22日に「土地県収用委員
会の裁決取り消しの訴訟を宇都宮地裁に出し，同時にこの訴訟の効力と採
決を停止する決定を同地裁に申請した。」（11）
栃木県当局の側も「３年にわたって代案を検討してきたが，いずれも太
郎杉を切る場合の６－９倍（数億）の費用がかかるので問題にならない。
重要文化財である神橋をそこなわずに国道拡張をするには，太郎杉を切る
ほか手はない。」と強い姿勢だった（12）。
なおこの段階で，1967年３月５日『読売新聞』（朝刊）は，東照宮が宇
都宮地裁に提訴したことにたいし「太郎杉の行く手は明るくなさそうだ。」
と悲観的な感想を述べている。
確かに，『読売新聞』の指摘するように，建設省という強力な権力，そし
てさらに観光客を増やすことだけを願う利益追求主義に立つ栃木県，日光
市，今市市など地元自治体が一丸となった立ち向かい，頼るべき国立公園
行政当局，自然公園審議会などが道路拡幅・太郎杉伐採計画を承認し，し
かも，交通混雑を生んでいる原因を改善するのは当たり前だという常識的
世論に楯ついて，東照宮側が戦いに勝利する可能性は，小さいように思わ
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れた。
しかし栃木県のこうした強硬策にたいして，『太郎杉を守る会』の文化人
たちは，東照宮側を積極的に支援していた。『太郎杉を守る会』の和歌森太
郎（東京教育大学教授）は「ただ残念というほかない。遺跡の古建築と近
代の文明を両立させ，観光面に成果をあげているローマの知恵は，日本に
はないものか」。山本健吉（評論家）は「太郎杉に限らないが，近代化の美
名のもとに，ゆいしょあるものが失われてゆくのはたまらない」と新聞を
通じて道路拡幅・太郎杉伐採計画を批判した（13）。
（３）日光道路拡幅計画案をめぐる鈴木丙馬・江山正美論争
東照宮が栃木県，建設省と争っている1966年に，『国立公園』誌におい
て栃木県の日光道路拡張・太郎杉伐採計画をめぐって，造園学者で元厚生
省職員，東京農工大学教授の江山正美と造林学者の宇都宮大教授鈴木丙馬
注
（１）前掲『自然保護行政のあゆみ』，160頁。
（２）石神甲子郎「その後の太郎杉」，『自然保護』1969年１月，80号，４頁。
（３）「日光神橋畔老杉伐採による国道拡幅反対に関する意見書」，前掲『意見書
集』，56頁。
（４）前掲石神甲子郎「その後の太郎杉」，『自然保護』，80号，４頁。
（５）1967年３月５日『読売新聞』（夕刊）。
（６）1968年４月９日と1967年３月５日『読売新聞』（夕刊），1973年７月11日
『朝日新聞』（朝刊）参照。
（７）1973年７月16日『読売新聞』（夕刊）。
（８）前掲石神「その後の太郎杉」，『自然保護』，80号，４頁。
（９）1969年４月９日『読売新聞』（夕刊）。
（10）前掲石神「その後の太郎杉」，『自然保護』，80号，４頁。
（11）1967年２月23日『読売新聞』（朝刊）。
（12）1967年３月５日『読売新聞』(朝刊)。
（13）同上。
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とが，激しく論争をおこなっていた。
この論争は，国立公園制度が自然保護と開発の問題にどう対応すべきか
についておこなわれたもので，大変興味深いものであった。しかし紙幅の
都合でこの論争を詳細に紹介できないので，こぐ簡単な紹介にとどめる。
最初，江山正美は，1966年４月の『国立公園』誌において，「自然時代
の計画倫理」を掲載して，栃木県の日光道路拡張・太郎杉伐採計画を擁護
した（1）。
江山正美は，そもそも自然公園・国立公園は，自然の保護を基調とし「自
然の利用は従属的な存在」であるが，日本の国立公園法のいうように「自
然を保護すると共にこれを利用するなんてできない相談」であり，「国立公
園思想は，不可能なことを目的としている。」のであり，だから結局「相反
する二つを両立させるには，自然も若干の破壊を許容し，利用する人間も
若干の制限を甘受して妥協する以外に道はない。」と主張した。
こうして江山正美は，栃木県の日光道路拡張・太郎杉伐採計画を支持し
て，「私の計画案は，少々手荒い。神橋に面した太郎杉他輪王寺側の杉を全
部伐採する。道路は計画通り拡巾して，輪王寺側の法面をゆるやかに改造，
軒知石積を一切排した自然景観の育成をねらうのである。」と指摘した。
その理由として「あの辺りは自然景観というより人工景観である。」だか
ら「改造計画」こそ必要であり，栃木県の計画案，「私の改造計画は自然を
尊重し，自然らしい景観の造成を企図するのである。」と結論づけるのであ
った。
こうした主張にたいして，鈴木丙馬は，1966年８・９月の『国立公園』
誌に「歴史の尊重と自然保護」を掲載して，栃木県の計画と江山正美の賛
成論を激しく批判した（2）。
造林学者で宇都宮大教授の鈴木丙馬は，江山の原則的な自然観に賛意を
示しつつも，「日光神橋の太郎杉伐採」計画賛成論には「承服できない」と
以下のように質問を発して激しく批判し，江山の回答と説明を要求した。
第１に，鈴木は，江山が田村剛，沼田真と同様に「太郎杉は間もなく枯
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れると断じられる」が，「然し本田正次，徳川宗敬両先生とともに太郎杉老
杉群のうちには或いはまもなく枯れるものも１～２はあろうが，すくなく
とも太郎杉に関する限り，現状のまま推移するならば最低50年間は絶対に
枯れないことを鑑定書に認めて宇都宮地裁に提出した」通りである，と批
判した。
その上で，林学を少しでも学んだ人ならわかるであろうに，江山の主張
は「厚生大臣や建設大臣にこびたのか，それとも自動車会社連合や土建業
会から多額のおぼしめしをいただいたからか。或いは同僚の前林野長官，
栃木県知事の横川先生に同調されたためか。等々と憶測するのがむりであ
ろうか。」と「手荒ら」に反論し，この点について「明解な御教示を乞いた
いた。」と述べた。
第２に，鈴木は，江山は，何故，350年の歴史によってできた日光の自然
を無視し，老杉群を伐採したあとに，50年，100年で現在のような老杉群
を再現できるというが，「350年の歴史に立った日光の玄関の自然をどうし
て50年や100年で実現できようか」，それは不可能であると批判し，「この
点についても御示教願いたい」と述べた。
第３に，鈴木は，「勝道上人が15年の難行苦行の末に今の神橋，山菅の蛇
橋を渡って男体山を極めて大日光を開拓した歴史をどうお考えなのであろ
うか。」「千年の歴史を無視した大日光の風景は半分の価値まで下落するの
ではあるまいか。歴史は２度と戻らない尊いものなのだ。」と批判し，「江
山先生のお考えを承りたい。」と述べた。
鈴木丙馬の批判をうけて江山正美は，1966年11月の『国立公園』誌に「自
然保護・景観保護・造景―鈴木博士の公開質問―」を発表して，自然保護，
景観保護，造園についての自説を展開しつつ，再び栃木県の計画を擁護し，
鈴木丙馬の批判に反論した（3）。
要するに江山は，鈴木の３質問に答えることなく，自説の造景思想を述
べ，「日光道路拡巾・太郎杉伐採」計画の妥当性を縷々主張し，「神橋の景
観が醜悪であるからこれを抜本的に造景しようと言うのである。」
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以上の江山の応答を受けて鈴木丙馬は，「再び歴史の尊重と自然保護―江
山先生にお答えする―」を1968年１月号の『国立公園』誌に掲載して反論
した。
前置きとして鈴木は，自分の三つの質問にまともに答えないことに業を
煮やし，改めて三つの再質問をおこないながら，自説を再論し，再度江山
正美の主張を批判した（4）。
第１の質問にからめて，1959年に太郎杉伐採が問題になった折，自分は，
植物学者として，同年５月に「太郎杉の生い立ちと神橋付近の整備方策」
をしたため，「日光太郎杉樹群の伐採阻止の与論喚起の手段として，また建
設大臣，厚生大臣，栃木県知事，国立公園審議会，自然保護協会，文化財
保護委員会等々の反省をうながすために，敢えて鑑定書を書いた」と告白
した。
そして「1964年の現地調査の結論として田村先生や沼田先生などが，５
年で枯れる，15年は生きない，などと発言されて，その結論が直接厚生大
臣に答申されて，この伐採許可が下されたいきさつがある」と述べ，「黙し
難く私等（本田正次先生と共同で）の推断を鑑定書に認めて宇都宮地裁に
提出した」。「敢えてこのような推断を私に言わしめねばならないはめに追
込んだ恩師田村先生（自然保護協会理事長の資格で）を私は心からなさけ
なく思うのである。」と述べた。
鈴木は，江山が「日光太郎杉も昭和38年の暴風で弱っているから，まも
なく枯れるだろう云々」というが，自分は「それは並木杉や日光太郎杉樹
群にきいてもわかるまい。神だけがご存知だろう。」と考えている。江山も
同じ考えと思うので，改めて問うこともないだろう，と指摘した。
鈴木は，ここで，栃木県，建設省の計画に賛成した自然公園審議会の多
数派や国立公園行政当局を批判し，最後まで太郎杉伐採に反対した
鈴木は，第２の「日光杉樹群の更新問題」にいて，つぎのように主張し
た。
県や建設省は，日光杉樹群を伐採して，石積みを取りはづして，自然地
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形にして若杉を植えて，スロープにして自然石を配しその間に大苗の杉を
植えて撫育間伐をくりかえせば「100年後，200年後に本来の，東照宮創建
の350年前の姿（松平正綱の修景計画）に再現」できると主張しているが，
「私の主張する択伐更新で行けば，松平正綱の英智をそのまま引きついで，
今後の世代に永遠に保存し，継続することができるだろう。」と主張した。
そして「だからこそ，やむなくバイパスを別に作って，このネックは松
平正綱時代の歩道として，ハイヤーだけを通す遊歩道として，神橋も，日
光太郎杉も昔のまま保存せよと頑強に主張するわけである。」と述べた。
論争は，必ずしもかみ合わない部分もあったが，江山正美は，自説の造
景論にしたがって，建設省の主張する合理的な一面だけを強調し，鈴木丙
馬は，あくまで国立公園内の文化歴史遺産である原風景の保護を強調し，
文化歴史遺産を軽視する江山正美の合理主義的な主張を批判した。この論
争は，合理主義的な改革と自然保護との衝突の判定がいかにあるべきかの
問題性をするどく浮き彫りにした極めて有意義なものであったというべき
であろう。
肝心の日光道路拡張・太郎杉伐採計画問題の現実は，東照宮が，1967年
２月に建設省から「東照宮異議申し立て」棄却と栃木県の「土地収用時期
の裁定」を受けて，1967年３月に宇都宮地裁に提訴して新たな段階に入っ
ていった。
注
（１）江山正美「自然時代の計画倫理」，『国立公園』1966年４月，196・7号
（２）鈴木丙馬「歴史の尊重と自然保護」，『国立公園』1966年８・９月，201・
２号，
（３）江山正美「自然保護・景観保護・造景―鈴木博士の公開質問―」，1966年
11月，204号，
（４）鈴木丙馬「再び歴史の尊重と自然保護―江山先生にお答えする―」，『国立
公園』1968年１月，281号。
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（４）宇都宮地裁での東照宮勝訴と建設省・栃木県の東京高裁への控訴
東照宮は，1967年２月に建設省の「東照宮異議申し立て」棄却と栃木県
の「土地収用時期の裁定」を不服として，建設省と栃木県を相手取り宇都
宮地方裁判所に提訴し，「収容採決の効力停止」の申請をおこなった。これ
にたいし宇都宮地方裁判所は，３月に「太郎杉群伐採等回復困難な損害を
避けるため裁判の確定するまで収容採決の効力を停止すると決定」した（1）。
そのため再び道路拡幅・太郎杉問題は，1967年３月の提訴から1968年11
月の結審予定時まで解決が棚上げされ，しばらく静観状態に陥った。新聞
報道も全く何もなかった。
裁判は，約１年半重ねられ，1968年11月に宇都宮地方裁判所は，結審し
て判決を下すのを猶予し，事前に両者に「この事件は世間的にも大きな関
心をひき起こしていることなどを考慮し，職権で和解を勧告する。若し２
月末までに和解がととのわぬ時は裁判所にて直接判決を行う」と判定し，
和解案を提出した（2）。
裁判所の和解案は，つぎのようなものであった。
「右により東照宮と栃木県とは和解協議中であるが，解決案としては（１）
太郎杉等老杉と神橋畔地形の現状保護（２）国道の改修が完了する，の二
つの目的を両立させることが必要である。このためには，前記自然保護協
会の意見書の如く，日光橋突当り右側から御旅所裏側地下をトンネルにて
貫通し県営駐車場に至る案が，実行可能の最適の解決案であると考える。」
しかし栃木県は，伐採案が３千数百万円であるのに，トンネル案は３億
数千万円であり，受け入れがたいこともあって，双方は，半年をかけても
和解に至らなかった（3）。
結局，1969年４月９日に宇都宮地方裁判所は，東照宮側の申立てを支持
する判決を下した。
この裁判を見守っていたマスコミ各新聞は，一斉に大々的に「景観保護
が優先」「太郎杉の伐採中止」等の記事を載せ，これまでの日光道路拡幅・
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太郎杉伐採計画問題の経緯を回顧し，東照宮勝利の判決を好意的に報じた。
例えば，1969年４月９日の『読売新聞』（夕刊）は，４段抜きの「“太郎
杉”きるな」，「道路より自然保護」「人間の力で再現できぬ」の大見出し
で，宇都宮地裁の判決を報じた。
「判決主文」は「建設省の事業認定を取り消す。県の土地細目公告を取り
消す。県収用委員会の裁定を取り消す。訴訟費用は県側が持つ。」であっ
た。
先の『読売新聞』（夕刊）によれば「判決要旨」は以下のどおりであっ
た。
「建設省，県の事業認定自体は，社会性を踏まえた正しい判断と思う。国
道120号線は日光地方唯一の幹線道路であり，交通量その他から拡幅事業
の必要性は十分に理解できる。しかし，日光の代表的な景観の地区であり，
太郎杉は特別天然記念物や特別史跡に指定されていないが，この二つの指
定を受けている“日光杉並み木街道”と同程度の重要性をもっている。
太郎杉は人間の力ではふたたび回復できるものではない。国民の学術的，
歴史的，宗教的価値をもつものを伐採することは土地収用法第二条でいう
“適正かつ合理的なもの”ではない。道路は，代替性をもつ。費用と時間を
かければ別のところにもつくれる。裁判所の独善に陥ることは極力さけ，
国民の一般がどう考えるかを考慮した。そのために，700人におよぶ文化人
などの証言や新聞の論調も考慮した。県や日光市，県交通安全協会の意見
は第三者的意見ではない。」
先の『読売新聞』（夕刊）は，末沢建設省計画課長補佐のコメント，「建
設大臣の事業認定は適正なものと思っていただけに，意外な判決だ。道路
拡張は公共上当然必要なことである。こんご，県や被告の建設大臣の代理
になっている法務省とも検討するが，おそらく控訴することになるだろ
う。」を付記した。
ここでは引用を省くが，1969年４月９日『朝日新聞』（朝刊）も同様の
報道をおこなった。
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1969年４月11日の『日本経済新聞』は，「社説」においてこの判決に大
きな賛意を表して注目をひいた。
「社説」は，まず「日光のいわゆる『太郎杉』訴訟で宇都宮地裁が言い渡
した判決は，経済の成長が引き起こすさまざまなヒズミに直面しているわ
が国の現状に対し，示唆に富んだものといえよう。」と指摘した。
そして「人間と文化の名において，経済効率の追求に一定の限界がある
ことを示唆した」この判決が，「東照宮側がバイパス建設が抜本策だと指摘
しているのに対し，当局側が〈大きくまわり道をすれば膨大な費用がかか
る〉と経済合理性一辺倒の発想に立っている」ことに，この「経済合理性
一辺倒の発想的」を否定して，「一度失った文化遺産は再びよみがえらない
とし，それを残すことの方が〈公益上有効だ〉としたのは，適切な判断だ
った。」と評価した。
社説は，この判定が，通常，文化や自然を守ることの必要性に対し経済
合理性を守る開発側の意見を〈公益上有効だ〉とする判定を覆し，その真
逆に，経済合理性を守る開発側の主張より，文化や自然を守る東照宮側の
主張を支持したことを，高く評価したのである。
確かにこうした判例は，後にしばしば現れるものであったが，これまで
のこうした問題への判定としては類をみない稀有なものであった。
各紙は，読者の判決を支持し，喜ぶ投書を掲載した。
例えば，1969年４月12日の『読売新聞』（朝刊）は，「もっと自然を愛そ
う」という学生と「自然と財産守るのが義務」という無職の女性の二つの
投書を掲載した。さらに1969年４月21日の朝刊に「太郎杉判決を喜ぶ　目
先の利益を追うな」という60歳の男子会社員の投書を掲載した。
さらに1969年５月９日『朝日新聞』（朝刊）は，判決を支持し，「国民各
層の考え方も検討した」という判決に，「東照宮と宇都宮地裁には全国か
ら，お祝いや感謝の手紙が殺到した。」「東照宮に来た手紙は160通，有名人
あり，無名人あり，内容もさまざまだ。」「〈世論の支持が頼みの綱〉といっ
てきた東照宮は，積まれた手紙に涙を流さんばかり。一通一通に礼状を書
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いているが，近いうちに手紙をまとめて『みんなが守った太郎杉』という
資料集を作り，さらに世論の盛上げをねらっている。」と報じた。
各紙はしばらく，この問題を論じ続けた。しかし楽観は許されなかった。
1969年４月21日の『朝日新聞』（夕刊）は，４月21日，建設省，栃木県，
栃木県収用委員会は，地裁の判決に「国道120号の交通難を解消するには太
郎杉を切らなくてはならず，バイパスをつくればよいという判決理由も巨
額な経費がかかるので納得できないこと，太郎杉を切っても自然の景観は
保存措置をすればあまり損なわなくてすむなどをあげて，判決では国道
120号の激しい交通難が直視されていない点や，法律論を避け，自然破壊に
対する各種の批判を根拠にしたことを控訴理由とした。」と報じた。
この控訴で事態の進展がまた停止した。
（５）東京高裁による建設省・栃木県の控訴棄却と東照宮の最終的勝訴
1969年４月21日に建設省，栃木県は，東京高裁に控訴したが，しばらく
して，1969年の地裁の判決で元気を取り戻した日本自然保護協会は，この
控訴を受けて，1969年６月３日に「日光神橋畔老杉伐採による国道拡幅反
対に関する意見書」と長文の「反対理由書」を作成して各界に送った（1）。
「意見書」は，縷々反対の理由を述べ，「そもそも，神橋畔老杉伐採によ
る車道拡幅工事を中止せられ，前述のトンネル工事等による国道改修案を
採用せられることを切望いたします。
ついては２社１寺信仰上の立場のみならず，日光市，栃木県，大にして
は日本国のために，百年の計を樹立せられて，国際的の物笑いとなるが如
き軽挙を回避せられ，万人の納得しうる方途を講ぜられたく，理由書を付
注
（１）前掲「その後の太郎杉」，『自然保護』1969年１月，80号，４頁。
（２）同上，４頁。
（３）「太郎杉生きのびる」，『自然保護』1969年５月，84号，２頁。
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して意見書と致します」と結んだ。
日本自然保護協会は，国立公園当局が日光道拡幅・太郎杉伐採計画を許
可して以来発言を控えてきたが，1969年の宇都宮地裁の判決を受けて，と
くに広く国民，文化人・学者から判決が支持されたことから，改めて計画
反対を表明し，関係機関に訴えると同時に，控訴審に向けて圧力をかけた。
建設省，栃木県の東京高等裁判所への控訴後，新たな事態が生まれ，審
議に大きな影響を与えることになった。
1971年７月に自然保護に熱心な大石武一が新設の環境庁長官に就任し
たのである。大石環境庁長官は，1971年８月にこれも国立公園行政当局が
公認した新潟・福島・群馬３県合同の尾瀬縦断有料観光道路建設計画に反
対する平野長靖らと面会し，現地視察の末，計画の中止を言明し，1971年
12月に尾瀬縦断有料観光道路計画を中止させてしまったのである（2）。
大石環境庁長官は，後に日光の太郎杉問題で「西村英一建設大臣との間
に，次のような話合いがあったことを記録しておきたい。」と述べ，つぎの
ように記している。
「太郎杉裁判が宇都宮地方裁判所で結審に近づいていた」が「もし国側が
敗ければ，当時の金で６，７億円を増加して他をう回しなければならなく
なる。この裁判は自然保護行政の一つの試金石として，世間の耳目を集め
ていたのである。ある日の閣議のおり，私は隣席にいる西村建設大臣に〈太
郎杉は絶対に伐ってはいけないよ〉と頼むと，彼は，〈明４月ごろ判決が出
るが，仮に国が敗けても控訴しないよ〉とはっきり返事してくれた。」（3）
こうした大石武一の環境庁長官就任は，恐らく控訴審に大きな影響を与
えたと思われる。
1971年12月23日の『読売新聞』（朝刊）によれば，二審の東京高裁の民
事二部（白石健二裁判長）は，結審を前にして1971年12月22日の第12回口
頭弁論で，「一審判決当時と事情が変わった」と「和解勧告を行い，スギが
残る公算は非常に大きくなった。」「裁判所は，東北縦貫道から分岐して『い
ろは坂』へ通じるバイパス（約30.5キロ，４車線）の建設工事が５カ年計
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画ですすめられていることを指摘し，このバイパスが実現すれば120号線
拡幅も必要なくなると暗示した。」
裁判所の和解提案にたいして，「東照宮側は〈国，県と十分に話し合いた
い〉と和解に応じる姿勢を見せたが，国，県は即答を避けた。」と報じられた。
しかしその後，建設省も栃木県国も和解のための話合いに応じた。そう
した話合いの最中の1972年初頭に，大石環境庁長官は，「西村建設大臣と
会見，同席した田中通産大臣ともども，今後いっさい太郎杉は切らせない
という点で了解した」と指摘があるように，大石環境庁長官は，太郎杉問
題でも，積極的に自然保護政策を実行した（4）。
1971年12月22日の東京高裁による和解勧告の後，建設省も栃木県と東照
宮との話合いは，「６回にわたって」，「１年近くにわたって続けられた」
が，ついに1972年「10月に不調に終わった。」（5）
そのため，東京高裁は1973年７月13日に結審することになっていたが，
1973年７月11日『朝日新聞』（朝刊）によれば，７月13日の判決前の10日
に参院建設委員会において「金丸建設相は，〈切るべきではないと考えてい
る。東照宮側と和解の話もあるので，できるなら訴えを取りさげたい〉と
答えた。」
この答弁の背後には，裁判所の和解案で指摘されたように，いろは坂に
通じる日光―宇都宮間のバイパスが1975年度に開通すことになるので，建
設省としてももはや争っても仕方がいと考えたからであった。
しかし横川信夫栃木県知事は，先の『朝日新聞』（朝刊）によれば「訴訟
の直接の責任者である建設大臣が，そんな発言をするのはおかしい」と不
満をもらしたという。
結局，1973年７月13日に東京高裁は，国の控訴を棄却し，東照宮の申立
てを全面支持した宇都宮地裁の判決を追認することになった。
1973年７月14日の『朝日新聞』（朝刊）は，「日光・東照宮の太郎杉など
老木群を伐採して国道の幅を広げようとする建設省，栃木県の計画をめぐ
って東照宮と建設省，栃木県との間で争われていた『太郎杉訴訟』の控訴
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審で，東京高裁白石健三裁判長は13日〈この計画を認めた建設大臣の判断
は，太郎杉周辺の土地のもつかけがえのない文化的価値や環境の保全を不
当に軽視した誤った裁量判断であり違法。道路は費用と時間をかければで
きるが，文化財は一度失ったら二度と復元するのは不可能だ〉と，全面的
に一審判決を支持し，控訴を棄却する判決を言い渡した。」と報じた。
判決の内容は，一審判決を敷衍するもので，ここで改めて紹介すること
はないであろう（6）。
マスコミ各紙は，もちろんこの画期的判決を大々的に報じたことはいう
までもない。
結局，すでに示唆していたように，1973年７月27日『朝日新聞』（夕刊）
は，1973年７月27日「建設省は…，日光・太郎杉問題について〈切っては
ならない〉との去る13日の東京高等裁判所判決に従い，最高裁に上告しな
いことを決めた。」と報じた。
1973年７月19日の『朝日新聞』（夕刊）は，東照宮の名誉宮司青木仁蔵
の談話を掲載した。青木仁蔵は，中大法学部卒の異色東照宮宮司であると
同時に，敗戦直後まで内務省神祇院に勤務し，1959年から東照宮宮司を勤
め，建設省・栃木の道路拡幅・太郎杉伐採計画に異議申し立てをおこない，
訴訟の先頭になって闘ってきた人である。
彼はつぎのように語った。
1964年４月「栃木県も県議会も，日光市も，市議会も，同居の輪王寺さ
え，伐採派，あるいは傍観派に回った。地元では，東照宮は孤立に近かっ
た。太郎杉とその一党15本の運命は，ほぼ決まった。だが，国内，外の声
援は多い。勝ち目は少ないと思いつつ，その年の８月，行政訴訟にふみ切
った。翌年，太郎杉を守る会ができた。足かけ10年の闘争，世論の高まり
の中で勝訴。」「良かった。良識が世論のおかげでよみがえったようです。」
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（１）前掲『意見書集』，55－9頁。
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小括
これまで考察してきた日光道路拡張・太郎杉伐採計画に対する反対運動，
とくに建設省・栃木県当局と東照宮との裁判闘争は，すでに指摘したよう
に，国立公園史，国立公園内の自然保護史の中で極めて異色な問題であっ
た。
しかも，この闘争は，自然公園審議会，厚生省が一度承認した建設省と
栃木県の開発計画に，計画の実行によって大きな被害を受ける東照宮が，
地元の住民とそれを支援する文化人・学者，マスコミ各紙の支援によって，
計画を強行する当局を相手に訴訟をおこして，最終的に勝利したのである。
こうした日光道路拡張・太郎杉伐採計画に反対する自然保護運動は，国
立公園史，国立公園内の自然保護史にこれまでのまったく見られなかった
稀有な事例であり，国立公園内の自然保護史において極めて大きな意義が
あったと評価しなければならない。
何より私が強調したいことは，これまでは，政府や地方自治体が企画す
る国立公園内の開発計画に，国立公園行政当局，自然公園審議会が公認し
た場合は，日本自然保護協会などの自然保護団体や住民が反対しても，そ
れを覆すことができなかったということである。
この闘争は，すぐ後に論じることになる尾瀬縦貫観光有料道路建設計画
反対運動と同様に，政府や地方自治体が企画する国立公園内の開発計画を，
国立公園行政当局，自然公園審議会が公認した場合でも，ひるむことなく
強力に戦いつづけ，しかも裁判に訴えて闘うことによって，開発計画を撤
（２）本稿の第２節を参照。
（３）大石武一『尾瀬までの道』，1982年，サンケイ出版，77－8頁。
（４）ＳＯＳ通信「太郎杉は残った」，『自然保護』1972年５月，120号，16頁。
（５）1973年１月５日『読売新聞』（朝刊）。
（６）詳しくは，「日光太郎杉事件」，『環境法判例百選』，別冊『ジュリスト』，
No．171，有斐閣，2004年４月，188頁，参照。
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回できるということを天下に示したということである。こうした事実は，
当時もまたその後の国立公園内の自然保護運動にも大きな影響を与えたに
違いない。
日光道路拡張・太郎杉伐採計画に反対する闘争が勝利した要因について
いえば，幾つかの要因が考えられる。
第１に，多くの事例と同じように，日光道路拡張・太郎杉伐採計画で収
容されることになっていた東照宮の土地が，自然公園法の特別保護地区に
指定されていて，容易に開発できないという法的な規制によって庇護され
ていたことである。さらに伐採を想定されていた太郎杉群が文化財保存法
によって天然記念物に指定されていて，厳しく伐採が禁止されていたこと
である。
もっとも，そうした規定があっても，政府，自治体は，公共の利益を旗
印にして，開発計画を提起してきたし，地熱発電訴訟裁判所が公共の利益
を認めて，開発計画を認めることもある。
第２に，東照宮側，それを支持する地元の住民，さらに相当広範な文化
人・学者たちが，国立公園行政当局や自然公園審議会が計画を公認したに
も拘わらず，初心を貫いて戦う姿勢を止めなかったことである。マスコミ
など新聞社の支援も，反対運動を大きく後押ししたことも無視できなかっ
た。最後に再度，計画に反対した日本自然保護協会の役割もまた小さくは
なかった。
第３に，裁判所の判定も大きな勝因であった。
一審の宇都宮地裁の判決は，国立公園行政当局や自然公園審議会が開発
計画を認めているにも拘わらず，相手が強大な権力をもつ国家機関の一つ
である厚生省，建設省，栃木県であることを無視して，他に代替案があり
うる道路開発を文化財，自然景観より重視せず，原告の主張を支持したこ
とは，大きな勝因であった。
しかも，一審の時には，二審の時と違って，まだ宇都宮・日光・清滝の
バイパスができることが決まっていなかったので，一審の判定は，そうと
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うに勇気のいるものだったと推察できる。
一審判決をおこなった裁判官は，いわば国民目線に配慮したと指摘して
いるように，第２の勝因として指摘した住民，とくに広範な文化人・学者
の計画反対の動きがあったことをあげた。逆にいえば，国立公園行政当局
や自然公園審議会が開発計画を公認して反対運動が委縮してしまえば，裁
判官も厳しい判決を避けたかもしれないのである。
第４に，宇都宮地裁の判決の背景には，しばしば述べてきたように，1960
年代後半に急速に広まった開発のヒズミ，とくに国立公園内の観光開発に
よる自然，景観の破壊にたいする社会的批判が存在していたことを想起し
なければならない。
こうした社会情況は，東照宮やそれを支持する住民や文化人・学者グル
ープだけでなく，宇都宮地裁の裁判官や1971年７月に環境庁長官に就任し
た大石武一にも大きく影響したのである。
２　尾瀬縦貫観光有料道路建設計画とその反対運動　
はじめに
本節は，高度経済成長期に尾瀬に隣接する新潟，福島，群馬の３県が，
地域振興を目的にして，昔からあった厚生省の尾瀬公園計画をもとに，日
光国立公園内の尾瀬沼湖畔を通って沼田―田島間の県道を観光有料道路と
して建設する計画と，この計画を変更した国立公園行政当局の公認修正案
と，それらの計画に反対して尾瀬の自然を守った尾瀬の住民，学者・文化
人，広範な市民の運動について考察するものである。
この問題は，反対運動の途中で尾瀬の長蔵小屋の三代目平野長靖の死亡
と，新設早々の環境庁の大石武一長官の観光有料道路建設中止の英断とで，
マスコミと世論を沸かせたが，これまでその経過を充分に冷静に検討した
研究がなかった。本節は，この課題を果たそうとするものである。
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（１）尾瀬縦貫観光有料道路建設計画の提出と国立公園行政当局の承認
尾瀬沼湖畔を通過する沼田―田島間の道路建設計画は，すでに1940年に
厚生省の公園計画車道として提起されていたが，戦時下のため実現しなか
った（1）。図２－３を参照。
戦後の1949年に「この計画はさらに補強され，これを主要地方道大清水・
七入線―つまり現在路線バスの終着地となっている大清水から車道を延長
して三平峠―尾瀬沼―沼山峠―七入を結ぶ線―とすることが確認された。」（2）
政府は，戦後の復興をめざし1956年に「観光事業振興基本計画」をつく
り，「国際観光ルート」を設定し，1958年に，道路整備５カ年計画，国際観
光道路整備，国際観光ルート提起，観光道路の建設政策をすすめてきた（3）。
1960年初頭に尾瀬に隣接する新潟，福島，群馬の３県は，政府の観光政
策にそって地域振興を意図し，1940年来の只見と沼田間を結ぶ道路計画の
具体化として奥只見スカイライン建設計画の検討を開始した。1963年「６
月に地元の新潟，福島，群馬県が『尾瀬・只見国際観光ルート』の３県協
議会（会長，亘新潟県知事）を結成，観光自動車道の共同開発にのりだし
た。」（4）
この「尾瀬・只見国際観光ルート」は，図２－１に示したように群馬県
の尾瀬地区の大清水から三平峠と，福島県の御池から沼山峠と，新潟県の
シルバーラインから奥只見銀山湖の林道と御池・沼山峠とを結ぶ道路であ
った。
３県の知事は，現に進行している尾瀬の過剰入山による自然破壊などど
こ吹く風と，自然保護の義務を負う国立公園の意義などまったく考えず，
ひたすら一時的な道路建設の経済効果と３県を結ぶ交通網よる地域経済の
効果を期待して，尾瀬縦貫観光有料道路計画の実現に邁進していた。時あ
たかも一方では開発至上主義が蔓延しはじめ，他方では公害と自然破壊が
激しくなろうとしている矢先であった。
新潟，福島，群馬の３県は，1965年「７月２日に新潟市で３県の『尾瀬・
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奥只見観光ルート促進会議』を開き，厚生省と文部省に折衝して，特別保
護地域と天然記念物地域内に道路をつくることを許可してもらうことを３
県連盟で要求することになった」。そして，その年の９月２日に「神田群馬
県知事は…同県議会総合開発特別委員会で，はじめてその構想を明らかに
した。」（5）。
こうした地元３県の動きに驚いた国立公園行政当局は，すでに国立公園
の観光化とくに日光国立公園の一角である尾瀬の過剰利用によって自然，
環境が危殆にさらされていることをある程度危惧していたので，何らかの
対策を講じる必要を感じ，新たな尾瀬の公園計画の策定を迫られた（6）。
３県知事は，1965年９「月中か10月初旬に厚生省，文部省と建設の折衝
を始める」ことになったが，その中で，「厚生省内には天然記念物保護のた
め近く一部立入り禁止措置をとろうとしている特別保護地域に自動車道路
をつくるのは好ましくないという意見」のあることを知った（7）。
特別保護地区に自動車道路をつくるのは好ましくないという国立公園行
図２－１　３県合同の尾瀬縦貫観光有料道路計画案
注　1971年８月８日の『朝日新聞』（朝刊）より。
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政当局の動きにたいし３県は，さっそく反対の姿勢を示した。
1965年９月３日『朝日新聞』（朝刊）は，尾瀬の群馬県地域を管理して
いる群馬県観光課の話として「自動車道は文化財保護の立場も大いに尊重
している。必要以上に立入り制限を加えることは，一般の利用者の便宜の
ため考えるべきことだ。尾瀬を見られないようにするのはおかしい。福島，
新潟とも非常に熱心なので，県も加わって自動車道建設に努力しようと立
ち上がった。」と報じた。
国立公園行政当局は，1965年９月９日の『読売新聞』（朝刊）が伝えて
いるように，この３県合同の尾瀬縦貫観光有料道路計画に当面して，また
尾瀬の過剰利用によって尾瀬の自然破壊，環境汚染に直面して，25年ぶり
に尾瀬の公園計画の見直しを発表した。
その際に示唆された国立公園行政当局の見直し案は，図２－２に示した
図２－２　厚生省の1965年９月の尾瀬縦貫観光有料道路予想案
注　1965年９月９日『読売新聞』（朝刊）
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よう，三平峠近くを通過して小田代を含む自然保護地区を縦断する1940年
の道路案を踏襲した３県合同案を修正して，三平峠を避け大清水から中ノ
岐林道を通って自然保護地区を３，４キロ東にずらしてう回させて沼山峠
に向う案であった（8）。
国立公園行政当局は，３県合同の「尾瀬・奥只見観光ルート」建設計画
の申請を受けて，1965年10月上旬から「農林省林野庁，東京電力，尾瀬林
業観光会社，群馬・福島・新潟の３県とともに湿原外周歩道の建設，宿泊
施設の限定，観光道路の規制の３点を中心に大がかりな調査を行ない，今
年中に結論を出す。」ことを表明した（9）。
調査を終えて国立公園行政当局は，12月17日に尾瀬を守るための新しい
尾瀬の公園計画案を作成して公表した（10）。
国立公園行政当局の新しい尾瀬の公園計画案の概要は，すでに別稿で詳
しく論じたので，紹介を省くが，尾瀬縦貫観光有料道路に関する点だけを
指摘すれば，「特別保護地区（8700ヘクタール）内には車道やロープウエ
ーは認めない。これで３県合同の観光道路は尾瀬付近を通る計画を変更，
大清水からう回，特別保護地区の外周を通ることになる。」「３県道路の新
設にともない，特別保護地区外の４か所にモーター・プール，展望台など
を設ける。また集団宿泊施設として，特別保護地区周辺の大清水，鳩待峠
など４か所を指定する」というものであった（11）。
要するに国立公園行政当局は，特別保護地区の通過を幾分か避けた尾瀬
観光有料道路を承認し，おまけに特別保護地区の外の近くに駐車場や展望
台の設置を認めたのである。
地元３県は，こうした1965年12月の国立公園行政当局案にたいし，不満
を感じ，否定的姿勢を示した。特別保護地区を迂回せよとの国立公園行政
当局の計画変更要求にもかかわらず，次項でみるように，群馬県は，1966
年に入り，３県合同の「尾瀬観光道路計画」にしたがって，大清水から三
平峠に向けて道路拡幅工事に着手し始めた。福島県もまた，御池から沼山
峠に向けて観光道路を建設し始めた。新潟県もまた，奥只見銀山湖の林道
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を尾瀬にむけて拡張し始めた。
1966年から1967年11月まで，「尾瀬観光道路計画」問題は，一方では，
県道レベルで建設がすすむが，他方で本命の尾瀬縦貫部分については，決
着が保留されてきた。
国立公園行政当局は，1967年11月に国立公園審議会に新たな案を諮問
し，1967年11月２日に「国立公園審議会（自然公園審議会の誤り―引用者）
は，…東京新宿御苑で計画部会を開き自然保護に軍配をあげた国立公園計
画を答申」した。国立公園行政当局案は，自然公園審議会の了承をえて正
式に承認された（12）。
1967年11月の国立公園行政当局の最終案は，「尾瀬への主要出入り口は，
図２－３　1967年の厚生省のう回修正案
注　1971年８月13日『読売新聞』（朝刊）より
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三平峠口，沼山峠口，群馬県の小淵沢田代口と新たに県道で計画される同
県鳩待峠口の４か所に限られ，ここからの遊歩道についても，今回認めら
れた八本以外は新たに追加することのないよう強調」した（13）。
国立公園行政当局の最終案は，図２－３をみればわかるように，要する
に，尾瀬の自然を守るとしながら，若干の保護政策を提起し，尾瀬観光道
路計画については，特別保護地区内を通過する３合同案を否定したが，
1965年９月国立公園行政当局が示した「見直し案」である三平峠に向わず
大清水から中ノ岐林道へう回する案の撤回であり，尾瀬観光道路に三平峠
口，沼山峠口，小淵沢田代口，鳩待峠口を設置することによって，尾瀬ア
プローチに自動車道利用を大幅に認めたものであり，特別保護地区から若
干ずらして道路を認めるもので，３県合同案に大きく妥協する案であり，
自然保護の点で1966年案から大きく後退する案であった。
とくに尾瀬沼から1.4キロほどしかなれていない三平峠近くに三平峠口
と自然保護地区内の小淵沢田代湿原の近くに小淵沢田代口とを設置するこ
とは，これまで大清水から三平峠を越えて尾瀬沼に徒歩で入山する登山コ
ースを，極めて容易に尾瀬沼に入山でさせるコースとなり，バスやマイカ
ーで来る登山の装いもなく，ハイカーにもならない，ハイヒールや皮靴を
はいた大量の尾瀬観光ビジターを尾瀬沼や小淵沢田代周辺に迎え入れる遊
歩道コースに変え，周辺の湿原，高山植物を破壊してしまう恐れがあった。
従来の１年間に尾瀬ビジターは30万人だが「近い将来，尾瀬周辺の自動
車道路が完成すると，100万人を越え被害も大きくなることが予想され
る」（14）
国立公園行政当局の変更・迂回案は，すでに尾瀬の過剰利用による起き
ている自然破壊，環境汚染を，それ以上に拡大する危険極まりない観光優
先の計画であり，尾瀬の自然保護を本質的に無視した計画であった。
注
（１）日本自然保護協会『尾瀬の自然保護と利用のあり方』，1994年，11頁。
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（２）尾瀬縦貫観光有料道路建設工事の開始と反対運動の始動
尾瀬縦貫観光有料道路計画の是非が争われている最中の1966年秋に群
馬県は，３県合同の計画案にしたがって，「大清水からの県道改修工事」を
三平峠に向けて開始していた（1）。
1967年12月に国立公園行政当局が正式に尾瀬観光有料道路計画を認め
てからは，群馬県，福島県は，晴れて正々堂々と尾瀬観光有料道路道の建
設工事をすすめた。
当面の道路工事は，大清水―柳沢間（約２キロ強），柳沢―一ノ瀬間（約
１キロ弱），一ノ瀬―岩清水間（約２キロ弱）までであった。群馬県は，
1968年から本格的な工事を開始し，1969年６月頃まで，大清水―柳沢間の
やや平坦な道路設置の工事を完成した（2）。
1970年に柳沢から三平峠までの車道工事認可がおりて，1970年５月の雪
どけとともに，工事は，にわかに急ピッチとなり，工事予算が前年の２倍
高度経済成長期の日光公園内の観光開発計画と自然保護
（２）同上，12頁。
（３）拙稿「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組」，
『経済志林』第80巻第２号，を参照。
（４）1971年８月３日『朝日新聞』（夕刊）。
（５）1965年９月３日『朝日新聞』（朝刊）。
（６）拙稿「高成長期における国立公園の過剰利用とその弊害（下）」。『経済志
林』2015年x月，第82巻１・２号，255頁。
（７）1965年９月３日『朝日新聞』（朝刊）。
（８）1965年９月９日の『読売新聞』（朝刊）。
（９）1965年12月18日『読売新聞』（朝刊）。
（10）同上。
（11）前掲「高成長期における国立公園の過剰利用とその弊害（下）」。『経済志
林』，第82巻１・２号，260頁以下参照。
（12）1967年11月３日『読売新聞』（朝刊）。
（13）同上。
（14）1967年11月３日『朝日新聞』（朝刊）。
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になったのである（3）。1970年12月に「柳沢―一ノ瀬間」の道路がほぼ完成
し，1971年春に「一ノ瀬―岩清水間」の工事が始った（4）。
こうした道路建設工事は，道路周辺の自然の激しい破壊を伴った。
工事を見守っていた現地住民の一人，尾瀬長蔵小屋の三代目平野長靖は，
1969年６月25日に，ミニコミ紙『いわつばめ通信』を発行し，その創刊の
辞に「いま，尾瀬の入口から奥に向って，まぎれもなく破壊が進んでいま
す。つい先年まで，イチリンソウやスミレがひっそりと咲いていた道は強
引に広げられ，トチ，ミズナラ，ブナの巨木がどんどん伐り倒されました。
遠くない将来，峠の上を自動車が迂回してゆく日，私たちの尾瀬は大きな
変貌を強いられるでしょう。ねじ伏せられてゆく自然をまのあたりにする
痛み―それが，この新聞のもう一つの動機です。」と述べている（5）。
さらに「工事がやや加速された44年（1969年），拡幅工事は終わって新
たに森が伐り開かれはじめ」「多年にわたって一本一本に親しんで来た巨木
が次々に倒され，美しい渓流が土砂で埋められて，…一ノ瀬には，汽車が
三台並んで通れるほどの赤い鉄橋が出来てしまった」（6）。
1971年の「雪どけとともに工事は急ピッチとなり，１ヶ月半ほどで，一
ノ瀬から2.7キロのびて三平峠の中腹にかかりました。ブナやミズナラの木
が倒され，山はだもけずられて，長いあいだ人々に親しまれて来た岩清水
も６月の末にブルドーザーでつぶされてしまいました。」（7）
平野長靖は，1971年６月24日の『朝日新聞』への投書で，尾瀬の三平峠
の破壊について，「峠の道は死につつある。」「泉から100メートル足らずに
迫るブルドーザーを見た。すでに周囲のブナの木々は切り倒されて転がり，
木蔭はなかった。あと数日で，ブルは泉のすぐ上を踏みにじり，清水は確
実に涸れて，赤い土砂で埋めつくされるだろう。」と述べた（8）。
３県合同の尾瀬観光有料道路建設計画案たいし，長蔵小屋の三代目平野
長靖ら尾瀬の地元住民たちは，当初，表だった反対の動きを少しもみせな
かった。平野長靖は，国立公園行政当局の1965年９月の「見直し案」が「三
平峠からはるか東の中ノ岐沢をとおる迂回コースに決定しそうだ，と聞い
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て私たちは，当時ホッとしていた」と述べ，さらに1967年11月末に「尾瀬
の自然を守る」との名目で国立公園行政当局が提出した道路計画案に一安
心したようであった（9）。
平野長靖らが，尾瀬観光有料道路建設計画に反対することを意識しはじ
めるのは，道路建設が自然を破壊しながら進んでいくのを目の当たりした
1969年頃からである。
平野長靖は，すでに指摘したように，1969年６月25日に，『いわつばめ
通信』を発行し，尾瀬縦貫観光有料道路建設反対の小さな声をあげたが，
この段階では，まだ尾瀬縦貫観光有料道路建設反対運動を起すことを明確
には意識していなかったようである。反対の声を運動にまでもっていこう
と考えるようになったのは，1971年に入ってからであった。
平野長靖は，先に引用したように，1971年６月24日の『朝日新聞』の
「声」欄に「峠の泉が涸れる」と題して投書した。
長靖は，「投書」の中で「私たちには８年前から恐れながら，むなしく座
視してきた事柄だった。毎年，小さな声で無念さを語り続けてはきたが，
図２－４　尾瀬観光道路建設で破壊される自然
注　1971年９月２日『読売新聞』（夕刊）より
高度経済成長期の日光公園内の観光開発計画と自然保護
78
なぜ反対運動をしないのかと問い返されると，一言もなかった。」「暮らし
に追われたとはいえ，あまりに非力だった私たち自身を責めあざけるのみ
だ。」と書いている（10）。
長靖自身が回顧しているように，それは，確かに「奇妙な絶望の投書」
であったが（11），しかし平野長靖の戦闘開始ののろしだったように思われる。
折しも，1971年７月に自然・環境の保護行政の強化を目指し，環境庁が
設置された。そして初代環境庁長官山中貞則の就任５日後の７月５日に自
民党衆議院議員大石武一が環境庁長官に就任した。
大石武一環境庁長官は，就任あいさつで「環境行政は長期的な見通しの
下に，一元化の努力をした。一度失われたら二度と戻らない自然の保護に
力を入れたい。全国各地につぎつぎと作られている観光自動車道路はもう
やめてもらいたい」と語ったという（12）。
大石環境庁長官の就任挨拶を新聞で知った尾瀬の地元住民は，1971年
「７月上旬，とうとう沈黙に耐えきれなくなって，まず尾瀬沼に住む二人の
主婦が〈何かできないかしら〉と口を開いた。」（13）こうして彼らは，反対運
動を手さぐりで開始したのである。
最初「ぼそぼそ，もやもやした４人か５人の会話が２週間ほど続いたす
え，〈とにかく，あまりに遅すぎるけど，市民運動の組織を作ろう。立ち上
がりさえすれば，広い支持が期待できる。この組織が動きを始めるまで待
っていないで，どこか政治の中央部に個人的にでもよいからあたってみよ
う〉という結論にようやくたどりついたのであった。」
そうして彼らは，1971年７月19日に『尾瀬の自然を破壊から守る会』の
設立準備会を，これまで「自然解説や清掃アバイトで長く尾瀬のために働
いてきた学生・院生・研究者諸君」や「現地に住む数人」をさしあたり準
備会の「にない手」として尾瀬で立ち上げた。「市民運動の組織」として
は，「実質的に活動の中心になるのは人々の集中している東京周辺」である
とし，「東京に事務局を置」くことにした。
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しかし「この夜の空気は重苦しく，悲壮感さえあった」。というのは「自
然公園審議会の答申をへて国が正式に認め，県が実施し，すでに何千万か
の費用を注ぎこんでここまで来た工事にいちゃもんをつける場合，あらゆ
る行政機関や自治体と正面から対立せねばならない」からとの悲観論が強
かったからである。しかし地元住民は，「この峠の道路こそ尾瀬にとって致
命的なものなのだから，孤立を辞さず，なお残されているわずかの可能性
という可能性を探ろう。という結論になったのである。」（14）
「尾瀬の自然を破壊から守る会」の準備会は，発起人を平野長靖，その母
親靖子，尾瀬駐在の国立公園管理員中島和の妻，千代子の３名でスタート
した（15）。
尾瀬の自然を破壊から守る会の結成準備会の後，1971年７月21日，最初
のアクションとして，平野長靖は，友人の民放テレビ局報道部記者Ｈ・Ｈ
さんの仲介をえて，大石環境庁長官を訪ね，尾瀬縦貫観光有料道路建設中
止を訴えることにした（16）。
この時の情況を平野長靖はつぎのように語っている。
「温厚で飾らない人柄，政治手腕は未知数だが意欲的で，圧力に屈する人
ではない，と教えられていたが，直接に話してみると，そのフィーリング
のよさに驚いてしまった。」大石環境庁長官は，「〈新発足の環境庁の重要な
仕事の一つは，あくなき観光開発による自然破壊に歯止めをかけることだ。
すでに決定されているものでも，時代の要請にそってもう一度再検討した
い。来週にも尾瀬を視察しよう〉と思いもかけぬ明快な受けとめかたで，
夢ではないか，とぽかんとしてしまった。」（17）
尾瀬縦貫観光有料道路建設計画の再検討と尾瀬視察を約束した大石環境
庁長官は，会見の翌日の７月22日に，「早速，環境庁の自然保護担当の参事
官の大井道夫君（現・国民休暇村協会常務理事〈元国立公園部の職員―引
用者〉）を長官室に呼んで，環境庁長官としてこの道路工事を止める法的根
拠を至急調べるように指示した。」（18）
「大井君の返事は，いろいろ調べてみたが，行政手続き的にはなんの落ち
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度もなく実施されてきているし，また環境庁長官にはこれを止める権限は
ないということであった。」「彼の説明によれば，あの道路は県道で，あの
部分は建設省と群馬県で計画したもの。それまでに２度ほど国に問い合わ
せがあり，かつて日光国立公園を管理していた厚生省が着工の許可を与え
ていたものだ。すでに群馬県が５億円支出し，国が10億円の補助金を出し
て工事中のものだ。いまでこそ国立公園の管理は環境庁がするようになっ
たとはいえ，建設省とは違う環境庁の長官が，いまごろになって工事中止
を命令することは無理だということだった。」（19）
重大な指摘である。通常であれば，参事官のこうした指摘によって，大
臣は納得して，あえて違法となる手段をとらない。しかし大石環境庁長官
は，合法的な尾瀬観光有料道路計画を中止させることの困難を承知のうえ
で，環境庁としてできることは何かを考えた。
大石環境庁長官は，弱い官庁の国立公園部を改めるために「どうして自
然保護行政を立ち直らせるか，その方策を考え」，自然保護行政を強化する
ために，あえて，登場してきた尾瀬道路問題「をきっかけに自然保護行政
を立て直すことにしよう」と，この火中の栗を拾いあげる決意した（20）。
大石環境庁長官は，平野長靖との会見の翌日，1971年７月22日，「国立
公園にドライブウエーを通すのは好ましくない。多くの抵抗が予想される
が，これまで国立公園行政は弱い面があったようだ。私としては尾瀬の自
然を守る仕事を環境庁の初仕事としたい」と指摘し，月末に尾瀬視察をお
こなうことを表明した（21）。
大石環境庁長官の尾瀬縦貫観光有料道路建設中止発言は，さっそく地元
で反応があらわれた。それは，観光道路建設賛成派からの平野長靖らへの
圧力だった。新聞報道の後，平野の長蔵「小屋の無線電話が鳴りつづけ
た」，地元の関係筋，土木工事事務所，片品村長，群馬県観光課から抗議の
電話がつづき，反対運動の困難が予想された（22）。
注
（１）後藤允『尾瀬―山小屋三代の記』，1984年，岩波新書，150頁。
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（３）環境庁長官の尾瀬縦貫観光有料道路建設中止発言と反対運動の展開
1971年７月末に尾瀬視察を表明した大石環境庁長官は，７月30日に至仏
山に登り，翌日の31日に尾瀬湿原と尾瀬沼を視察し，その日の夜に尾瀬沼
湖畔の長蔵小屋で住民と話合いをおこない，８月１日に，「問題の道路工事
現場を視察」することになった（1）。
大石武一は，後にこの時の状況をつぎのように記している。
「尾瀬の入口の一つである鳩待峠へ向かった。車の後ろには新聞社やテレ
ビのジープが何台も続いていた。」「鳩待峠についたときに各社の記者，カ
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（２）同上，189頁。
（３）平野長靖『尾瀬に死す』，1972年，新潮社，232－3頁，218頁，前掲『尾
瀬―山小屋三代の記』，189頁。
（４）前掲『尾瀬に死す』，225頁。
（５）同上，240－1頁。
（６）同上，232頁。
（７）同上，219頁。
（８）同上，155頁。
（９）同上，231頁。
（10）同上，214－5頁。
（11）同上，233頁。
（12）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，159頁。
（13）前掲『尾瀬に死す』，233頁。
（14）以上，同上，233－4頁。
（15）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，161頁。
（16）同上，161頁。
（17）前掲『尾瀬に死す』，235頁。
（18）大石武一『尾瀬までの道』，1982年，サンケイ出版，64頁
（19）同上，65頁。
（20）同上，67頁。
（21）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，162頁。
（22）前掲『尾瀬に死す』，235頁。
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メラマンは40人にのぼった。」「こんなにたくさんの報道人がやってきたと
いうことは，それだけ国民が自然に関心を持っている証拠である。」（2）
大石環境庁長官の現地視察は，マスコミを巻き込み，国民に尾瀬問題を
知らしめるという大きな役割を果たしたことを意味していた。
1971年８月１日『朝日新聞』（朝刊）は，大石長官の現地調査について，
好意的につぎのように報じた。
大石環境庁長官は，２日目の７月31日に「尾瀬湿原と尾瀬沼を視察し」，
その夜，尾瀬沼湖畔の長蔵小屋で，小屋の経営者平野長靖（35）に加え，
長蔵小屋の２代目「平野長英さん（68）や地元福島県南会津郡桧枝岐（ひ
のえまた）村の星保忠村長や，居合わせたハイカーたち」との話し合いを
おこなった。「長蔵小屋での話合いは，ときならぬ自然保護のティーチ・イ
ンになっていた。」
平野長英は「〈環境庁長官。このままでは，この尾瀬にも自動車が押寄
せ，騒音，排気ガスそれに心ない観光客がふえるだけです。何とか自動車
道路の工事をストップさせて下さい〉。」と「せつせつと訴えた。」
大石環境庁長官は「私も観光道路は，自然をこわすものだと思います。」
と「大きくうなずいた。」「車に乗って観光道路を突走って，自動車の良さ
がわかるものではありません。汗を流して歩いてこそ自然のすばらしさに
感動を覚えるのです。」そして「群馬県がいま工事をつづけている観光道路
工事を中止させ，ルートを大きく変えさせると約束した。」
大石環境庁長官の尾瀬観光有料道路工事中止発言は，恐らくこれまでに
類をみない重大な政治的発言で，まず地元に大きな波紋を起こした。
1971年８月３日『朝日新聞』（夕刊）は，地元群馬県の神田坤六知事ら
は「自然公園審議会の答申を経て決った道路計画である。なのに今さらな
にをいい出すのか」と「大石長官と真向から対立している」，「関連道路の
建設計画をすすめる新潟，福島県も一様に渋い顔だ。」と報じた。
さらに，神田群馬県知事は「不動産会社が山で別荘を作るのとはわけが
違う。地元のためにはどうしても必要な道路です。現在以上にう回させる
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のは地形的に不可能なのではないか。大石長官の気持もわからぬではない
が，工事中止や自主的な路線変更は考えられません」と語ったと報じた。
また『朝日新聞』は，亘健男新潟県知事や折笠与四郎福島県副知事，大
竹竜蔵片品村長，利根郡片品村戸倉の旅館業者の反対論を紹介した。
以上のように地元３県当局と尾瀬の地元住民は，大石発言に強く反対し
た。
他方，1971年８月２日『読売新聞』（朝刊）は，大石長官の「記者会見
では，問題の観光道路について〈これ以上尾瀬をこわしたくない〉と述べ
ながらも，長官としての裁断を迫る質問には〈ストップさせると即答でき
ない〉と答え，視察中行なわれたハイカーとの対話集会で“公約”した工
事中止から大きく後退した印象を与えた。」と冷ややかなに報じた。
大石環境庁長官自身は，しかし1971年８月３日の佐藤内閣の閣議で，尾
瀬の現地視察について報告し，７月31日夜の現地住民との道路計画中止の
約束と，８月１日の記者会見での道路計画中止発言の了解を求めて，強気
だった。
大石環境庁長官は，後にその時の閣議の様子をつぎのように語ってい
る（3）。
「自動車道路の建設は自然を破壊するので認めらない」との意見にたい
し，まず西村英一建設大臣が「この道路はすでに昨年，関係各省と群馬，
新潟，福島の３県の間で合意したものだ。当時，国立公園の自然保護を担
当していた厚生省の意見も入れ，わざわざ国立公園の特別保護区の中を通
らないようにした。いまさら変更せよといわれても困る」と発言した。
続いて赤城宗徳農林大臣が「大石君は就任以来，林道建設にも文句をつ
けているようだが，どういうつもりか」と食ってかかってきた。
佐藤総理は「こうした閣議のやりとりを黙って聞いて」いただけで，大
石環境庁長官の意見を否定しようとはせず，大石発言をつぶすようなこと
をしなかった。これは特記しておいてよい。
こうした閣議の事情について，1970年８月３日『朝日新聞』（夕刊）は
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「尾瀬保護に冷たい閣議」「路線変更に“待った”と関係閣僚　大石長官は
孤立状態」と報じた。
この問題について大石武一自身は，「ところが，この新聞が出ると世論が
沸騰した。尾瀬を守れという自然保護運動がいっそう活発になってきた。
閣議で孤立状態とは，どぎつい表現だったが，これがかえって，私に対す
る世論の支持を燃え上がらすことになった。」と述べている（4）。
しかし閣議内での大石環境庁長官に対する反論は続いた。
大石環境庁長官は「次の閣議でも，通産大臣をしていた田中角栄氏から，
一度決めた道路を途中で中止させるのは無謀だ，との強硬意見が述べられ
た。当時，田中氏は首相の座を目指して飛ぶ鳥を落とす勢いだった。これ
は大変なことになったと私は思った。」と述べている（5）。
通常の国政レベルの話では，有力閣僚の反対ですべて終わりになるとこ
ろだが，大石環境庁長官は，めげずに「確かに筋論からいえば，一度認め
た工事を中止させるのは，無謀かもしれない。しかし，尾瀬の現地を見れ
ば，中止せざるを得ないのだ。」と「懸命に反論を試みた。」（6）
こうした大石環境庁長官の強気の背景には，1960年代後半の公害問題，
自然保護問題に正面から取り組んでいた佐藤総理の後押しがあったことが
見逃せない。大石武一が環境庁長官に就任するに際に，佐藤総理は「君の
思う通りにやりたまえ」という発言をえていたという（7）。佐藤総理は，そ
の約束を守ったことになる。とはいえ，大石武一の断固とした政治姿勢は，
これまでの政治史にない立派なものだった。
1971年７月31日夜の尾瀬沼湖畔における住民とのミーティングでの大
石環境庁長官の観光道路中止発言とその後の発言を，マスコミが大々的に
報じて，尾瀬の自然を守る運動は，勢いを増していった。
1971年８月７日の『朝日新聞』（朝刊）は，大石環境庁「長官の方針を
支持する人たちの動きも表面化し，各地で『尾瀬を守れ』の署名運動や陳
情を始める計画が進んでいる。強まる自然保護の声の前に，これまでの道
路開発のあり方が根本から問われることになった。」と報じた。
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大石環境庁長官発言に勢いづいて「尾瀬の自然を破壊から守る会」準備
会は，1971年８月２日に，全国の自然保護団体や日本自然保護協会の東京
周辺の会員，『いわつばめ通信』を発送し長蔵小屋で把握している350名ほ
どの尾瀬ファンにアピールを発送し，自然保護を訴えた（8）。
その後，『尾瀬の自然を破壊から守る会』準備会は，街頭署名活動をおこ
なった。
1971年８月17日『朝日新聞』（夕刊）は，「尾瀬の自然を守るために道路
建設に反対しようとの声も各地にひろがりつつある。『尾瀬の自然を破壊か
ら守る会』では，全国で署名運動をつづけている。10万人が目標という。
現地では『尾瀬の主』長蔵小屋の呼びかけに，16日までに6000人の登山者
がこたえた。オレンジ色のニッコウキスゲの季節もすぎて秋を待ついま，
この数字は，尾瀬を訪れたほとんどの人がペンをとったと，考えられる。
署名の大半は，若者である。かれらの声を拾った。」と報じた。
当時のわが国の公害・自然破壊・環境汚染反対運動は，高まりをみせて
いた（9）。
こうした状況の中で，尾瀬縦貫観光有料道路の建設による「尾瀬の自然
を破壊から守る会」準備会を1971年７月19日に設立していた長蔵小屋の三
代目平野長靖らの呼びかけに応じて，「立ち上がった地元住民，学者，ハイ
カーたち」は，1971年８月21日午後２時に「尾瀬の自然を守る会」を日本
自然保護協会の事務局があった「東京都港区の虎ノ門電気会館ビル」で結
成するにいたった（10）。
発会式は，「代表に東京農大付属第一高校内海広重教諭をえらんだあと，
自然を破壊する有料道路建設反対のため，地元群馬県の神田坤六知事に建
設中止を確約させる決議文を送ることや，全国各県の自然保護を守る会と
手をとりあい共闘をすすめることなど，８項目の当面の運動方針を決め，
力強いスタートを切った。」（11）。８項目の当面の運動方針は，明らかではな
いが，アピールの要点と同じものだったと思われる。
結成大会に参加した人たちは，地元住民，尾瀬の長蔵小屋に宿泊して平
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野家と親しくしていた各界の人たち，ジャーナリスト，学者，文化人など
多様な人たち，国立公園協会，日本自然保護協会の役員，会員など「200
人」であった（12）。
とくに日本自然保護協会は，尾瀬の自然保護のために設立された事情も
あり，自然保護を守る会の設立についても，「この『尾瀬の自然を破壊から
守る会』に対しして全面的なバックアップをした。」（13）
日本自然保護協会で活躍した石神甲子郎，本田正次らが，国立公園協会
の理事として出席していた。本田正次は，「尾瀬を守ろうという運動は昭和
の初から続いている。日本の自然保護は尾瀬から発したものだ。その意味
でも絶対に尾瀬を潰してしてはならない」と挨拶した（14）。
そして「尾瀬の自然を守る会」は，群馬県議会への５万人目標の署名活
動をおこなった（15）。
注
（１）1971年８月１日，『朝日新聞』（朝刊）
（２）前掲『尾瀬までの道』，67－8頁。
（３）同上，76－7頁。
（４）同上，79頁。
（５）同上，79頁。
（６）同上，79頁。
（７）同上，75頁。
（８）前掲『尾瀬に死す」，236頁。アピールの全文は，『自然保護』，112号，掲
載。
（９）前掲『自然保護のあゆみ』，236頁以下参照。
（10）1971年８月22日『読売新聞』（朝刊）
（11）同上。
（12）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，169－70頁。
（13）前掲『自然保護のあゆみ』，281－2頁。
（14）同上，282頁。
（15）前掲『尾瀬に死す』，237－8頁。
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（４）大石環境庁長官の提案と３県知事との協議その後の攻防
尾瀬縦貫観光有料道路の建設工事が進行していく中で，大石環境庁長官
は，1971年８月18日前後に「３県知事を招いて対策を話合う」と表明して
いた（1）。こうして尾瀬縦貫観光有料道路の建設中止問題は，観光道路を廃
止せよと主張する大石環境庁長官とそれに異論を唱える地元３県知事との
話し合いに移っていった。
1971年８月13日の『読売新聞』（朝刊）は，３県の動きについて，「〈国
の方針にそって進めてきた事業のしりぬぐいを地方自治体がひっかぶるの
だから簡単には引き下がれない〉ことは三県とも同じのようだ。国立公園
内の事業は本来，国が行うのが建前。尾瀬の道路建設にしても，地方自治
体が国の代わりに行なっている形なのに，自然保護を要求する世論に押さ
れた環境庁が，ただ簡単に〈作るな〉というだけで済まされないことも明
らかだ。」と批判的に報じた。
そうした状況の中で，８月18日におこなわれた大石環境庁長官と地元３
県と知事との話合いについて，1971年８月18日『読売新聞』（夕刊）は，
つぎのように伝えた。
「自然保護か観光開発かをめぐって地元と国が対立している尾瀬観光道
路問題で，大石武一環境庁長官は，18日午前10時から東京・千駄ヶ谷の同
庁に亘士郎新潟県知事，神田坤六群馬県知事，折笠与四郎福島県副知事（木
村知事代理）の３人を招いて約１時間にわたって話し合った。
尾瀬の自然を破壊する観光道路計画はやめてほしいという同長官の意向
が，３県側に直接つたえられたのはこの日はじめてだが，尾瀬を守ること
についてはもちろん３県とも異論がなかったものの，かんじんの道路につ
いては〈どうしても３県を結ぶ自動車道が欲しい〉という考え方を変えず，
改めて道路計画を練り直すということで，話し合いは“物別れ”となった。」
では大石環境庁長官は，この日，具体的に何を提案したのであろうか。
1971年８月18日『読売新聞』（夕刊）によれば，①「尾瀬地区を通る群
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馬県・三平峠―福島県・沼山峠間14キロの道路計画は取りやめてほしい」，
②「現在工事中の群馬県一ノ瀬―三平峠４キロを自動車道ではなく遊歩道
にしてもらいたい」，③「その代わり，一ノ瀬に駐車場の建設を認める」の
「３点」の「要望」であった。
そして「要望」にたいして，３県知事は，「態度保留」した。そして自ら
の言い分を各自つぎのように語った。
先の『読売新聞』によれば，地元側は「尾瀬は国民の宝だから是非ともこ
の自然を守って子孫に残したい」という同長官の考え方に同意しただけで，
肝心の道路計画については，神田群馬県知事は，「建設省から補助金をもら
って工事を進めているのに，それをすぐやめろといわれてもそうはいかな
い。福島と群馬をつなぐ会津街道を分断することは出来ない。」と述べた。
亘新潟県知事，折笠福島県副知事も同様の主張をしたと。
なお1971年８月18日『朝日新聞』（夕刊）は，「新潟，福島の２県はこの
日の会談で〈う回もやむを得ない〉という比較的柔軟な姿勢だった」と指
摘し，群馬県とやや違ったスタンスであると報じた。
そして，今後の方向につては，上記の『朝日新聞』は，大石環境庁長官
は，「今月中にも自然公園審議会にはかって，この問題にカタをつけたい，」
「〈自然公園法上の権限を行使するが，建設省や地元の考えも聞いて，でき
るだけ納得の上でことを運びたい〉といっている」と報じた。
大石環境庁長官の提案は，簡単にいえば，３県合同の特別保護地区を貫
通する尾瀬道路建計画案と，自然公園審議会で承認し1967年12月に厚生省
大臣が決定した特別保護地区をう回する尾瀬観光道路計画案を共に廃止
し，尾瀬観光道路を建設させない，ということであった。
これは，重大な問題点を抱えていた。
第１に，閣議での建設大臣，農林大臣，通産大臣や３県知事が指摘した
ように，環境庁長官がそんなことができるのか，という問題であった。
第２に，大石環境庁長官の提案は，尾瀬観光道路を建設させない代わり
に，現に建設の進んだ大清水―一ノ瀬間の道路を自動車道として認め，一
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ノ瀬―岩清水間の道路を車道とせずに遊歩道するというものであるが，す
でに予算がついて，途中まで工事が進行しているものを，中止したり変更
したりすることが，本当にできるのか，という問題であった。
この大石環境庁長官の提案は，大筋において尾瀬観光道路建設によって
尾瀬の自然を大幅に破壊することを阻止し，道路建設によって招来する恐
れのある尾瀬の過剰入山，過剰利用を抑制し，尾瀬の自然保護に基本的に
貢献する類例をみない画期的な中止案であった。しかも，大石の提案は，
３県知事が期待していた三平峠―沼山峠間を結ぶ観光道路建設計画の何ら
かの代替案を伴っていなかったということである。だから大石環境庁長官
の提案は，福島―群馬間を結ぶという案の完全な否定であった（2）。
1971年８月18日の『朝日新聞』（夕刊）によれば，会談後に記者会見で
大石環境庁長官は「私の考えは３知事らに理解してもらったと思う。こん
どの問題は日本の立派な自然環境を残すための行政の第一歩と考えてい
る。住民や広く各方面の自然を守ろうという声が，こんどの環境庁の方針
をきめる大きな力になった。」と語ったということである。
そして1971年８月27日『読売新聞』（夕刊）は，「８月27日の閣議で，自
然保護か観光開発かをめぐって問題となっていた国立公園『尾瀬』の自動
車道建設について〈群馬，福島，新潟の３県知事との会談で問題の自動車
道工事を中止することで３県の了解を得た。このため環境庁としては，早
急に自然公園審議会に諮問して計画変更について答申を得たい〉と報告，
了解を得た。」と報じた。
しかし実際は，後の事態の展開からみて，観光道路の建設工事の中止が
そう簡単に解決したわけではなかった。
大石環境庁長官の８月18日提案にたいして二つの動きが加速した。一つ
は，「尾瀬の自然を守る会」の活動の活発化であった。もう一つは，地元の
大石環境庁長官提案への反対運動の加速であった。
1971年８月21日に「尾瀬の自然を守る会」は，大石環境庁長官の８月18
日提案を受けて，明らかに，尾瀬観光道路計画の中止が視野に入ってきた
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ので活動を活発化した。
平野長靖は，大石環境庁長官の８月18日提案後の８月21日の「尾瀬の自
然を守る会」設立後，「すでに独自の運動を始めている野鳥の会群馬支部，
群馬県自然保護連盟と連絡をとり，諏訪の自然を守る会など経験豊かな諸
団体に学び，ヴィーナスライン反対の運動と提携しつつ，さしあたって，
両県知事や各県会議員に面会し，群馬県内の生物，山岳関係の団体に働き
かける一方，あいかわらず全国から送られてくる手紙，カンパの処理をす
る…内海以下事務局と在京の有志会員は連日連夜奮闘をつづけた。」（3）と語
っている。
1971年８月25日の『読売新聞』（朝刊）の「雑草」コラムは，「尾瀬はほ
んとうに守れるか」と題してつぎのように論じた。
「尾瀬の自然を守る運動が，尾瀬を愛する人たちを中心に大きく輪をひろ
げている。大石環境庁長官のところにも〈思い切ってやってほしい〉〈負け
ずにがんばって…〉という激励の手紙が毎日４，50通くるという。…自然
を破壊から守り，これ以上公害をまき散らす人間不在の経済優先政策は，
もうとらないというのが，政府の方針のはずだったが，現実には自然保護
や公害問題となると，残念ながら政治は無力に近い。政府の手でやればで
きることを，さっぱりやろうとしないからだ。」
この指摘は，８月18日提案以降，尾瀬の自然を守る運動の盛り上りを示
すと同時に政府のあいまいな態度をも指摘するものであった。
ともあれ，1971年８月21日に発足し「尾瀬の自然を守る会」は，積極的
に運動をおこなった。
「尾瀬の自然を守る会」は，９月４日に，群馬県知事に公開質問状を提出
した。９月11日に第２回総会を開き，９月21日に，県議会へ陳情をおこな
った。９月26日には，東京，大阪，名古屋など全国50カ所で街頭署名をお
こない，尾瀬観光有料道路建設反対のアピールをおこなった。９月30日に
は，全国で集めた尾瀬観光有料道路建設反対の７万5000人の署名を群馬県
に提出した。10月中旬に，反対署名は10万人を越したといわれている（5）。
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「尾瀬の自然を守る会」は，10月２日に，地元の沼田でデモ行進と街頭署
名運動をおこない，10月３日には，尾瀬現地集会を開催し，そこでゴミ持
ち帰り運動を呼びかけた。10月９日に高崎で，10月23日に沼田で，11月13
日に京都で「尾瀬の夕べ」を開催し，尾瀬縦貫観光有料道路建設反対を呼
びかけた。11月27日には，「尾瀬の自然を守る会」の神奈川県支部が発足
した（5）。
（５）尾瀬縦貫観光有料道路建設計画の最終的中止決定と後始末
広範な反対運動を背景に1971年11月19日の自然公園審議会は，大石環境
庁長官の８月18日提案を承認し，尾瀬縦貫観光有料「道路建設を認めない
ことを決定した」（1）。
尾瀬縦貫観光有料道路建設を正式に否認した直後，尾瀬の自然を守る運
動に突然，大きな悲劇が起きた。1971年12月１日，平野長靖が尾瀬沼湖畔
の長蔵小屋から東京で予定されていた「尾瀬の自然を守る会」に出席すべ
く，下山中に疲労のため，尾瀬山中にて死亡したのである（2）。しかし混乱
は起きなかった。
大石環境庁長官の提案は，オオソライズされ，尾瀬を守る運動の基本的
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（１）1971年８月７日の『朝日新聞』（朝刊）。
（２）大石環境庁長官のこの提案は，代替案を伴わなかったが，実は，1971年
に森林開発公団の提起した奥鬼怒スーパー林道が，福島―群馬間を結ぶ構
想を含んでいたのである。だから，群馬県は，大石環境庁長官の提案にた
いしては，この代替案に期待していたのである。この点は，尾瀬奥鬼怒ス
ーパー林道反対運動の検討に際して詳論したい。
（３）前掲『尾瀬に死す』，237頁。
（４）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，170頁
（５）同上，170頁。前掲『尾瀬に死す』，238頁。
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な目的達成を意味したが，とはいえ予断は許されず，まだ手放しでは喜べ
る段階ではなかった。
地元の尾瀬縦貫観光有料道路建設推進派は，これで終りというわけには
いかなかったからである。彼らは，自然公園審議会による1971年11月の大
石環境庁長官提案承認後，しばらく鳴りを潜めていたが，1972年12月に群
馬県が尾瀬観光有料道路建設計画に固執していることが明らかになった。
1972年12月20日の『朝日新聞』（朝刊）は，群馬県議会で，共産党県議
の質問に答えて，県土木部が，環境庁案で遊歩道計画だった片品村一ノ瀬
―岩清水間約2.7キロを「当初の計画通り２車線の自動車道路とする」方針
だという発言を報じた。
群馬県の尾瀬縦貫観光有料道路建設推進派は，さし当り大清水―一ノ瀬
間の観光道路あるいは大清水―三平峠間の観光道路の建設をおこない，将
来大清水―沼山峠間の観光道路建設につなげていこうと考えていた（3）。
「尾瀬の自然を守る会」，後にあらたに結成された「尾瀬自然保護研究会」
は，そうした尾瀬縦貫観光有料道路建設推進派と闘うことになる。
結局，最終的には1975年12月に「群馬県知事もついに大清水以奥の車乗
入れを断念し，事実上尾瀬道路建設は中止された。」（4）
紙幅の都合で，1972年以後の尾瀬道路建設計画推進派と反対派の攻防に
ついては，ここで論じるのを割愛した。この問題については，環境庁の国
立公園政策の一つであった国立公園への入山規制の問題を論じる際に，上
高地の入山規制問題などと一緒に論じることにしたい。
注
（１）前掲『自然保護のあゆみ』，282頁。
（２）前掲『尾瀬―山小屋三代の記』，171－2頁。
（３）その後の攻防については，さし当り『朝日新聞』1972年12月20日（朝刊），
1972年12月21日（朝刊），1973年５月28日（朝刊），1973年８月７日（朝
刊），『読売新聞』1972年12月20日（朝刊），1972年12月21日（朝刊），を参
照。
（４）前掲『自然保護のあゆみ』，282頁。
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小括
尾瀬縦貫観光有料道路建設計画問題は，国立公園の自然保護運動にとっ
て極めて特異なそして意義の大きな問題であった。それは，一たび国立公
園行政当局が承認した開発計画に反対運動が起きたということであり，し
かもその反対運動を受けて，新設の環境庁の大石武一長官が呼応して，尾
瀬縦貫観光有料道路建設計画を中止させたからである。
しかも大石環境庁長官の措置は，決して合法でもなく，従来の行政手法
に反するものであった。こうして尾瀬縦貫観光道路建設計画は，極めてイ
レギュラーな形で中止された。
そもそもそうした事態がどうして生じたのであろうか。基本的には日光
道・太郎杉伐採反対運動の成功と同じように，尾瀬縦貫観光有料道路建設
計画反対運動は勝利したということになるが，その背景には二つの事情が
ったと思われる。
一つは，本文でも触れたように，佐藤内閣は，高度経済成長期の1960年
代後半から進行してきた自然破壊，環境汚染いわゆる公害に反対する運動
に対処するために，環境庁を設立し，国民の不満を慰撫し批判を逸らせる
必要があったことである。佐藤首相は，あえて自然保護，環境保全に関心
のあった大石武一を環境庁長官に据えて，やや派手目なパフォーマンスを
演じさせたということである。
もう一つは，自然保護史に燦然と輝く尾瀬の長蔵小屋の三代目平野長靖
が反対運動に立ち上がったということである。彼の呼び掛けは，尾瀬縦貫
観光有料道路が国立公園行政当局に承認をえたものであるにも拘わらず，
全国の自然保護に関心のある国民の耳目に達したのである。
この二つの事情が相まって，尾瀬縦貫観光有料道路建設計画は中止され
たということである。しかし自然保護にラジカルであった大石武一環境庁
長官の存在は例外的であり，1972年７月に大石武一が環境庁長官を退任す
るや，環境庁の国立公園政策は，元のパターンに戻ることになる。
高度経済成長期の日光公園内の観光開発計画と自然保護
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しかし1971年以後の自然保護運動には，国立公園行政当局から承認をえ
た開発計画でも，反対運動が進められる事例が散見されるようになる。尾
瀬縦貫観光有料道路建設計画運動は，そうした運動の先駆けとなった。
